
事業成果 事業効果

1
令和5年度三次市住民税非課
税世帯等臨時特別給付金【物
価高騰対策給付金】

社会福祉課
①物価高騰が続く中，低所得世帯への支援を行うことで，低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

R5.12 R6.3 393,671,959 393,671,959 

・人件費　2,279,767円
・印刷製本費　167,860円
・消耗品費　32,670円
・通信運搬費　1,361,662円
・給付金　389,830,000円

制度利用：5569件

物価高騰に伴う支援として，対象世帯
へ支援金を支給することで，生計の維
持等を支援することがきた。
（給付率：97.50％）。

2

住民税均等割のみ課税世帯臨
時特別給付金【物価高騰対策
給付金】
※R6繰越事業

社会福祉課

①物価高騰に対応するため，令和５年12月１日に住民登録のある
令和５年度住民税において個人住民税所得割が課せられていない
者のみで構成されている世帯の世帯主（住民税均等割非課税世帯
を除く）に，１世帯当たり10万円を給付する。
➁給付金及び事務費

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

R6.2 R6.5 132,613,899 132,613,899 

・委託料　1,600,500円
・人件費　3,828,306円
・消耗品費　116,028円
・印刷製本費　86,900円
・通信運搬費　282,165円
・給付費　126,700,000円

制度利用：1267件

物価高騰に伴う支援として，対象世帯
へ支援金を支給することで，生計の維
持等を支援することがきた。
（給付率：94.20％）。

3
低所得世帯子育て臨時特別給
付金【物価高騰対策給付金】
※R6繰越事業

社会福祉課

①物価高騰に対応するため，「令和５年度三次市住民税非課税世
帯等臨時特別給付金（７万円給付）」，「住民税均等割のみ課税世帯
臨時特別給付金（10万円給付）」，「三次市価格高騰生活支援臨時
特別給付金（給付金・定額減税一体支援）」への給付対象者と各基
準日において同一世帯となっている18歳以下の児童に，１人あたり
５万円を給付する。
➁給付金（事務費は付随するそれぞれの給付事業と統合）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

R6.2 R6.9 38,750,000 38,750,000 ・給付費　38,750,000円 制度利用：775件

物価高騰に伴う支援として，対象世帯
へ支援金を支給することで，生計の維
持等を支援することがきた。
（給付率：96.51％）。

4～9 欠番

10
子育て応援金事業
※R6繰越事業

子育て支援課
➀物価高騰の影響を受けている子育て世帯を応援するため，対象
児童１人につき２万円を給付する。
➁補助金，事務費

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

R6.1 R6.5 145,347,195 135,885,000 

・人件費　72,058円
・消耗品費　16,610円
・印刷製本費　35,750円
・通信運搬費　661,807円
・手数料　431,970円
・業務委託料　1,089,000円
・補助金　143,040,000円

制度利用：7152件
物価高騰に伴う支援として，支援が必
要な子育て世帯へ給付を行うことがで
きた。（給付率：99.09％）

11
畜産飼料価格高騰対策支援事
業

農政課
①飼料価格の高止まり等により，経営に影響を受けている畜産農家
に対し，飼養頭数（羽数）に応じた支援を行う。
②補助金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

R6.1 R6.3 18,120,000 16,000,000 ・補助金　18,120,000円 制度利用：70件

対象事業者のうち７割の制度利用があ
り，飼料価格の高止まり等により，経
営に影響を受けている畜産農家の支
援につなげることができた。

12
三次市指定管理施設電気料金
高騰対策支援補助事業

財産管理課

➀物価高騰に伴う電力価格の大幅な上昇の影響を受けた指定管理
施設の指定管理者に対し，当該指定管理施設の安定的な運営を支
援することを目的に補助金を交付する。
➁補助金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

R6.1 R6.3 12,489,000 10,000,000 ・補助金　12,489,000円 制度利用：34件

原油価格等の高騰に伴う電力価格の
大幅な上昇の影響を受けた指定管理
施設の安定的な運営を支援することが
できた。

740,992,053 726,920,858 合計
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効果検証

令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業の効果検証（繰越事業含む）
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